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1 要領の目的 

本要領は、加須市が計画している「令和 9年度 加須市 新たな防災行政無線整備工事【債務】」

の受注者を、プロポーザル方式で選定するために必要な事項を定めるものである。 

2 本事業の目的 

加須市（以下「発注者」という。）では、現在、防災行政無線として運用している 800MHz帯デジ

タル MCA無線サービスが令和 11年 5月 31日をもって終了することから、市民への確実かつ迅速な

防災情報伝達手段を将来にわたり確保するため、新たな防災行政無線の整備を計画している。令和

7年 4月に 60MHz帯市町村デジタル同報系防災行政無線の採用を決定し、令和 7年度の基本設計及

び令和 8年度の実施設計を踏まえ、専門的な知識、技術力及び施工実績を有する事業者から優れた

提案を受け、安全性、確実性、経済性及び維持管理性に優れたシステムを整備することを本事業の

目的とする。 

3 事業概要 

事業名称 

令和 9年度 加須市新たな防災行政無線整備工事【債務】 

事業期間 

令和 9年 4月 1日から令和 11年 3月 31日まで 

予算上限額（令和 8年 10月 7日決定） 

1,787,427千円（税込） 

令和 9年度： 565,400千円 

令和 10年度：1,222,027千円 

4 プロポーザルの日程 

公告・資料配布（実施要領等）   令和 8年 10月 7日（水）～令和 8年 10月 30日（金） 

参加表明書受付          令和 8年 10月 7日（水）～令和 8年 10月 30日（金） 

質問受付             令和 8年 10月 7日（水）～令和 8年 10月 16日（金） 

質問回答期日           令和 8年 10月 23日（金） 

参加資格結果通知※        令和 8年 11月 6日（金） ※提案書等提出依頼を含む。 

提案書等提出期限         令和 8年 12月 4日（金） 

プレゼンテーション        令和 8年 12月 11日（金） 

選定結果通知           令和 8年 12月下旬（予定） 

5 参加資格 

プロポーザルは次の全ての要件を満たす者が参加できるものとする。 

1）地方自治法施行令第 167条の 4の規定に該当しないものであること。 

2）募集開始時点で、加須市の直近の建設工事等入札参加資格を有すること。 

3）電気通信工事にかかる特定建設業の許可を得ており、かつ最新の経営事項審査結果の電気通信工

事の総合評点が 900点以上であること。 
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4）主任技術者（又は監理技術者）を専任で配置できること（工場内での無線設備・機器の製作工程

は除く）。なお、当該配置する技術者は、本参加表明書の提出のあった日において、当該者と 3

か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

5）参加表明書提出時点から手続き終了時点まで、加須市から指名停止措置を受けていないこと。 

6）電波法（昭和 25年法律第 131号）第 24条の 2第 1項による点検事業者（登録点検事業者の資

格を有するもの）の登録を受けていること。 

7）会社更生法（昭和 27年法律第 172号）に基づき、更生手続き開始の申立てがなされている者で

ないこと。 

8）民事再生法（平成 11年法律第 255号）に基づき、再生手続き開始の申立てがなされている者で

ないこと。 

9）過去 10年間（2015年度～2025年度）において、市町村デジタル同報系防災行政無線システム

を元請（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20 パーセント以上の場合のもの

に限る。）として完成・引渡しをした施工実績（財団法人日本建設情報総合センターの工事

実績情報システム（CORINS）に登録されたものに限る。）を有し、かつ関東総合通信局管

内での実績を有すること。 

10）加須市暴力団排除条例（平成 24年加須市条例第 51号）を遵守し、市の契約等から排除の対象

とする者に該当しないこと。 

11）提案する 60MHz帯デジタル同報系防災行政無線システムの主要設備について、機器製造業者以

外の者が参加する場合は、当該機器製造業者が発行する本工事向けの機器供給証明書を有するこ

と。 

12）機器供給証明書の発行先は、機器製造業者ごとに 1者に限るものとし、同一の機器製造業者の

機器を採用した提案は 1者のみ有効とする。また、機器供給証明書を発行した機器製造業者は、

本プロポーザルに参加することができない。 

6 参加資格の喪失 

参加表明書を提出した者が、次の各号のいずれかに該当したときは、参加資格を喪失するものと

する。 

1）本手続きにおいて提出した書類等に虚偽の記載をし、その他不正な行為をしたとき。 

2）本手続きの期間中（業者選定までの期間）に前項「5 参加資格」に示される項目のいずれかを

喪失したとき。 

7 プロポーザル関係書類の配布 

1）配布方法 

① 窓口配布  加須市危機管理防災課（加須市役所本庁舎 2階） 

② ウェブサイトからのダウンロード 

本実施要領及び参加表明書等は、下記アドレスからダウンロードできる。 

加須市ホームページ  https://www.city.kazo.lg.jp 

第 1次審査通過者に限り、現行システムの関係図書（抜粋）、既存機器の状況等、令和 8年

度に本市が行った実施設計図書の抜粋等を提供する。 

2）資料配布期間 

令和 8年 10月 7日（水）～令和 8年 10月 30日（金） 
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8 参加表明書の提出について 

本工事のプロポーザルに参加を希望する者は、次の書類を提出するものとする。 

1）提出書類 

① 参加表明書（様式 1） 

② 会社概要書（様式任意） 

③ 工事施工実績調書（様式 5） 

 参加者が過去 10年以内（2015年度～2025年度）に市町村デジタル同報系防災行政無線シ 

ステムを元請けとして施工した実績を 5件まで記載（都道府県名を含む）すること。工事実 

績のうち 1件は関東総合通信局管轄内の工事実績を含むこと。 

   上記の実績において整備した親局の変調方式及び周波数帯、基地局数、屋外拡声子局数、 

戸別受信機数 その他の整備内容がわかるものの写し（契約書または工事実績情報システム 

（CORINS）の登録内容確認書等）を添付すること。 

④ 配置予定技術者実績調書（様式 6） 

ア 配置予定の現場代理人及び主任技術者又は監理技術者（以下配置予定技術者と呼ぶ）につ 

いて、過去 10年以内（2015年度～2025年度）に市町村デジタル同報系防災行政無線システ 

ムの工事に従事した実績を記載し、従事した役職（又は担当業務）及び期間を明記すること 

（契約書の写し、または工事実績情報システム（CORINS）の登録内容確認書等を添付）。 

イ 配置予定技術者が保有している資格のうち、次に示す資格を保有している場合は資格者証 

のコピーを添えて提出すること。 

 ・技術士（電気・電子）、RCCM（電気・電子） 

・第 1級陸上無線技術士、第 2級陸上無線技術士、第 1級陸上特殊無線技士 

・1級電気通信工事施工管理技士、1級電気工事施工管理技士、1級土木施工管理技士 

・電気通信主任技術者、第 3種電気主任技術者 

⑤ 法人が取得している認証のコピー 

ISO9001、ISO14001、ISO27001または Pマーク 

⑥ 機器供給証明書（様式 4） 

⑦ 公募型プロポーザル参加に伴う誓約書 

2）提出期限 

令和 8年 10月 30日（金）午後 3時（必着） 

3）提出方法等 

加須市危機管理防災課に持参 

受付時間：平日の午前 9時～午後 5時（正午～午後 1時を除く） 

4）参加資格結果通知 

令和 8年 10月 30日（金）午後 3時までに参加表明書を提出したすべての者に対し、参加資格

審査結果通知を送付する。（令和 8年 11月 6日（金）発送予定） 

 

9 質問書の受付及び回答について 

参加を希望する者は、次の要領で質問することができる。 



5 

 

1）提出期間 

令和 8年 10月 7日（水）～令和 8年 10月 16日（金）午後 3時（必着） 

2）提出方法 

① 電子メールのみ（原則 2回以内、質問事項をまとめて送付すること） 

② 電子メール送付の際、受信確認依頼を付けること。 

③ 件名を「【プロポーザル質問：（参加者の名称）】」とし、Word形式の質問書（様式 3）を

添付して送信すること。質問の基となる引用部分（文書名及び頁番号）及び質問内容を具体

的に記載すること。 

④ 電子メールの宛先アドレス：kikibosai@city.kazo.lg.jp 

3）質問に対する回答 

令和 8年 10月 23日（金）以降に市ホームページ上で質問内容と回答のみ掲載する。単なる意

見の表明と解されるものには回答・掲載しないことがある。 

 

10 提案書等の提出について 

1）提案書等の作成、提出に係る留意点 

① 参加資格審査後、提案書等提出依頼を受けた者は、提案書及び見積書を提出すること。 

② 提案書は、A4判横・横書き・両面印刷とし、長辺を上綴じで製本して提出すること。 

③ 提案書は合計 30 ページ以内で簡潔に記載すること（表紙、目次はページ数に含まない）。 

④ 提案書には、別添「公募型企画提案書作成要領」の「3 提案に求める事項」が全て含まれ

るよう目次を挿入し、対比させておくこと。 

⑤ 提案書は用紙 1枚を 2ページとして数える。文字の大きさは原則として 10ポイント以上と

する。 

⑥ 見積書は、積算の内訳が把握できるように作成し、見積金額（総額）の税込価格がわかるよ

うに記載すること。 

2）提出部数 

（提案書）正本 1部、副本 10部、（見積書）原本 1部 

3）提出方法 

加須市危機管理防災課（加須市役所本庁舎 2階）に持参 

窓口の受付時間：平日の午前 9時～午後 5時（正午～午後 1時を除く） 

4）提出期限 

令和 8年 12月 4日（金）午後 3時（必着） 

5）その他 

① 提出された提案書等については、原則として提出後の差替え、変更、削除等はできない。な

お、提出された提案書は返却しない。 

② 参加表明書の提出後に参加を辞退する場合は、辞退届（様式 2）を提出すること。辞退の場

合は郵送を可とする。 
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11 選考方法 

提案書を審査するため、本市において（仮称）プロポーザル選定委員会を組織し、次のとおりプ

レゼンテーション審査会を実施し、総合採点方式で、最優秀提案者と次点者を決定する。参加者多

数の場合は、第 1次審査（参加表明時に提出した書類のみで審査）により 5 者以内に絞ることがあ

る。また、参加者が 1者のみであっても、選定委員会において、選定の可否を決定する。 

1）プレゼンテーション審査会の開催日時及び場所 

日程：令和 8年 12月 11日（金）（詳細は別途通知する。） 

場所：加須市内 

2）プレゼンテーションの要領 

① プレゼンテーションの時間配分は、1者当たり機器設置及び説明者紹介 5分、説明 25分、

質疑応答 15分、撤収 5分、計 50分とする。 

② プレゼンテーションに参加できる人数（会場に入室できる人数）は 1者当たり 3名とする。

このうち 1名は主任技術者又は監理技術者が出席し、主プレゼンターを務めるものとする。 

その他の 2名の資格要件は問わない。ただし、参加者が機器製造業者ではない場合、機器製

造業者の参加は 1 名までとする。なお、プレゼンテーションに参加した機器製造業者は質疑

応答における回答時に限り発言できるものとする。 

3）注意事項 

① プレゼンテーション当日は、プロジェクタ及びスクリーンのみ加須市が準備する。パソコ

ン、その他説明に必要な機器等が必要な場合は、参加者が用意すること。 

② 機器の設置及び説明者紹介が 5分を超過し、説明開始が遅れた場合も、所要時間（説明 25

分）に含める。 

③ プレゼンテーション用に別途資料を準備し当日配布（正本 1部、副本 10部）してもよい

が、事前に提出した提案書の内容と著しく異なる内容のプレゼンテーションをした場合は失

格とし、評価対象としない。 

④ 指定した時刻に遅れた場合は、失格となる場合がある。 

⑤ プレゼンテーション会場のプロジェクタは、HDMIケーブル（市で用意）で接続するので、

参加者で持参したパソコンと接続できるようにすること。 

 

12 選考結果通知 

選考後は選考結果を参加者全員に書面で通知する。採点結果と最優秀提案者は加須市ホームペー

ジに掲載する。 

 

13 契約に関する事項 

1）選考から契約まで 

① 選定された最優秀提案者と契約の交渉を行い、契約締結の合意に至れば仮契約の手続きを行

う。 

② ①の交渉により、契約締結の合意に至らなかった場合、①の「最優秀提案」を「次点者」と

読み替えて、仮契約の手続きを実施する。 
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③ ①の最優秀提案者と仮契約が締結された場合は、市から次点者に締結された旨を通知する。 

 

14 留意事項 

1）本提案に要する書類作成及び調査等の費用については、全て参加者の負担とする。 

2）参加者は、業務の遂行上知り得た情報を他人に漏らしてはならない。 

3）提出期限後の問合せ、書類の追加・修正には応じない。 

4）提出された提案書は、審査に必要な範囲において複製することがある。 

5）選考の段階で提案内容の虚偽、不正又は違反が認められた参加者は、直ちに失格とする。 

6）プロポーザル提案実施後の審査経過については、一切公開しない。また、審査結果に対する異議

申立ては、受け付けない。 

7）参加表明書、資料、プロポーザル提案書等に虚偽の申請をした場合は、加須市指名停止基準に基

づく指名停止措置を行うことがある。 

 

15 その他 

1) 本市が求める性能水準の詳細等は、「令和 9年度 加須市 新たな防災行政無線整備工事【債務】

仕様書」に定める。 

2) 提案書提出後に日本国内で災害等が発生した場合、日程が変更となる場合がある。その場合は

対象となる関係者へ改めて通知する。 

3) 本実施要領に定める加須市が依頼・結果等を通知する手段について、所定の文書様式の定め

がないものについては加須市が任意の様式を用いて実施する。 

 

16 事業担当課 

加須市環境安全部危機管理防災課 

〒347-8501 埼玉県加須市三俣二丁目 1番地 1 

電話：0480-62-1111 内線 257 

ファクシミリ：0480-62-1934 

電子メール：kikibosai@city.kazo.lg.jp 

担当：松本、秋山 

 

 

 

 


